
入善町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成17年入善町条例第１号）第６条の規定に基づき、

平成28年度における入善町人事行政の運営等の状況について、次のとおり公表します。

なお、一部の項目については、平成29年４月１日現在の状況等を公表します。

平成30年4月30日

1. 職員数の状況

(1)部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年4月1日現在）

（単位：人）

区 分

部 門

 議 会

 総 務 業務見直しによる増

 税 務

 民 生 業務見直しによる増

 衛 生 業務見直しによる増

 労 働

 農林水産

 商 工

 土 木 業務見直しによる減

教育部門 退職による減

職員派遣の見直しによる減

1 職員数は一般職に属する職員数です。（定員管理調査において報告した部門別職員数）

2 〔　〕内は、条例定数の合計です。

(2)年齢別職員構成の状況（平成29年4月1日現在）
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(3)職員数の推移 （単位：人・％)

（ ％ ）

（ ％ ）

（ ％ ）

（ ％ ）

（ ％ ）

（ ％ ）

各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

(4)採用の状況（平成28年度）

　 23名採用（競争試験：23名）

(5)昇任の状況（平成28年度）

15名（参事：2名、課長：3名、課長代理：4名、係長：3名、保育所長：3名）

　 ※（　）内は昇任後の階層等毎に分類したもの

(6)退職の状況（平成28年度）

10名退職

2. 職員の給与の状況

(1)人件費の状況（普通会計決算）

1 普通会計とは、下水道事業・国民健康保険等を除く町事業全般を行うための会計をいいます。

2 人件費は、町長・議員等の特別職に支給される給料・報酬などを含みます。

(2)職員給与費の状況（普通会計決算) 〈参考〉

1 職員数は、平成28年4月1日現在の人数です。（「地方公務員給与実態調査」の普通会計関係の職員数合計）

2 給与費は、「地方財政状況調査」による普通会計決算額（事業費支弁分を含む）ものです。

3 職員手当には、退職手当・児童手当は含みません。

(3)ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

（注） 1
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Ｂ／Ａ
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（参考）H27年度
の人件費率

％

Ｂ／Ａ

（注）

類似団体平均1人
当たり給与費

1,104,927 4,742729,055

1人当たり給与費

105,137

類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。
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千円

212

27年

千円

5,579

24

239

人

教　育

(注）

千円

25,498

Ａ

（注）

216

11,518,360

千円

236

25

24

0

218

27

0

28年

27

189 191

218

25年 26年

普通会計計

消　防

部門別

年度

一般行政 190

24年

259

Ａ

住民基本台帳人口

（H29.1.1現在）

総合計 234

実質収支
区分

歳出額

28年度

28年度

△ 2.7

△ 0.8

人件費

公営企業等会計

236

20 1820

△ 7

人件費率

233

252249

△ 100.0△ 25

△ 2

△ 5 △ 25.0

00

393,944 1,689,051

0

16

237

16

千円

15

期末・勤勉手当職員手当

207

計 Ｂ

22
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千円

29年 過去５年間の増減数(率)

ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、
学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表(一)適用職員の俸給月額を100として計算した指数です。

平成25年は、国家公務員の時限的な給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値です。
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(4)給与制度の総合的見直しの実施状況について

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に

取り組むとされている。

① 給料表の見直し

[　　実施　　　未実施　　]

実施内容

（給料表の改定実施時期）　平成２７年４月１日

（内容）　一般行政職の給料表については、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引下げ。

激変緩和のため、３年間（平成３０年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。

② 地域手当の見直し

　地域手当支給対象外

③ その他の見直し内容

　管理職員特別勤務手当について、国と同様に見直しを実施。（平成27年4月1日実施）

3. 職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1)職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（平成29年4月1日現在）

① 一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

② 技能労務職

歳 人 円 円 円

うち学校給食員 歳 人 円 円 円

うち用務員 歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

（注） 1 「平均給料月額」とは、平成29年4月１日現在における各職種ごとの基本給の平均です。

2

歳 円 うち学校給食員 円 円

歳 円 うち用務員 円 円

※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成26年～28年の3ヶ年平均）

※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

※ 年収ベースの「公務員（C)」及び「民間（D)」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、

公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

民間（D)

4,153,040

－

公務員（C)

－

富 山 県 333,542

平均給料月額

296,069

266,700

38.8

330,531

305,645

362,295411,621

288,455 339,027

－

2842.2

359,600

1.53

1.23

224,915

303,110

210,575

－

328,360

287,755

入 善 町

41.1

44.0

2,818,600

3,384,600

4,322,480

年収ベース（試算値）の比較

C／D

229,289

区　　分 平均年齢

250,089

平均給与月額
平均給与月額
（国ベース）

平均給与月額
（国ベース）

306,826

入 善 町

286,833

272,665

43.6

207,231

－

227,021

3

平均給与月額(A)

国

区　　分
平均年齢

公　　務　　員

類 似 団 体 332,666

410,719

入 善 町

平均給料月額職員数

民　　間

43.1

11

A／B

295,253

248,978

1.32

類 似 団 体

対応する民間
の類似職種

平均年齢

51.0

平均給与
月額（B)

「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計し
たものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。
また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれて
いないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

参　　考参考

－ －

1.02

55.1 207,300用務員

250,300

国

調理士

277,643

区　　分

44.8

325,46658.3

2,722

256,0459

49.9

240,037

266,700

40

39.2

50.6

うちその他技能労務職

富 山 県

－ －

16
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(2)職員の初任給の状況（平成29年4月1日現在)

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

(3)職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成29年4月1日現在)

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

4. 一般行政職の級別職員等の状況

(1)一般行政職の級別職員数および給料表の状況（平成29年4月1日現在）

１級 主事　技師　主事補 人 円 円

２級 主事　技師　 人 円 円

３級 係長　主査　主任 人 円 円

４級 課長代理　係長　主査 人 円 円

５級 課長　主幹 人 円 円

６級 参事　課長 人 円 円

人 100.0%

287,100 392,200

14 11.5% 317,700 409,400

6

227,900 349,200

25 20.5% 261,100 380,200

21.3% 141,600 246,600

26 21.3%

（Ⅲ種）

標準的な職務内容

20年以上

高校卒

短大卒

191,700 303,400

25

－

317,800

－ －

25年未満

（Ⅱ種）

356,453

－

146,100

10年以上

富山県

310,069

中学卒

150,500

135,500

143,500

　　区　分

262,200

高校卒

　　　　　　経験年数 15年以上

区分 職員数

技能労務職

20.5%

4.9%

計 122

中学卒

大学卒

20年未満

216,300

－ －

－

－

15年未満

184,800

143,500
技能労務職

127,900

一般行政職

高校卒

入善町

－

区　　分

146,100

－

178,200

230,750

国

201,450

一般行政職
大学卒

高校卒

178,200

構成比
1号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

26

1級 26.1%

1級 22.6%

1級 21.3%

2級 14.4%

2級 19.4%

2級 21.3%

3級 38.7%

3級 22.6%

3級 20.5%

4級

5.4%

4級

20.2%

4級

20.5%

5級

9.9%

5級

5.6%

5級

4.9%

6級

5.4%

6級

9.7%

6級

11.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

5年前の構成比

1年前の構成比

平成29年の構成比
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(2)等級及び職制上の段階ごとの職員数（平成29年4月1日現在）

定型的な業務を行う職務

23

2

1

1

14

1　本庁の係長の職務

2　本庁の主査の職務

3　保育所の所長の職務

4　保育所の所長代理の職務

5　主任の職務

3

1　本庁の課長代理(局長代理を含む。)の職務

2　本庁の主要な業務を分掌する係長の職務

3　保育所の主要な業務を分掌する所長の職務

4　本庁の困難な業務を行う主査の職務

5　保育所の困難な業務を行う所長代理の職務

6　保育所の特に困難な業務を行う主任の職務

1　本庁の課長(局長及び班長を含む。)の職務

3　主幹の職務

1　参事の職務

入善町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

(3)昇給への勤務成績の反映状況

イ．　人事評価を活用している

　活用している昇給区分

上位、標準、下位の区分

上位、標準の区分

標準、下位の区分

標準の区分のみ（一律）

ロ．　人事評価を活用していない

活用予定時期

平成28年4月2日から平成29年4月1日
までにおける運用

○ ○ ○

昇給可能な
区分

昇給可能な
区分

昇給実績が
ある区分

○

69

等級別基準職務表に規定する基準となる職務

一般職員

○

２級

○

29

1

2

3

34

13
2

主事

技師

保健師

社会福祉士

保育士

10.8係長

所長

所長代理

13

7

1

（人）　職名

41

３級

１級

等級

高度の知識又は経験を必要とする業務を
行う職務

2　本庁の主要な業務を分掌する課長(局長及び
　 班長を含む。)の職務

管理職員

昇給実績が
ある区分

15６級

2　専門員の職務

４級

段階

70.8

（％）（人）

係
長
級

6　特に高度の知識又は経験を必要とする
 　業務を行う職務

18

4

1

2

1

5

13

3

1

30.9

6.7

５級

主任

主任技師

主任保健師

主任管理栄養士

主任理学療法士

主任保育士

所長代理

主査

主査技師

合計 内訳 職制上の段階

（人） （％）

係
員
級

51 22.9

係長

課長代理

37 16.6

16

10 4.5

15

24

課長
参事

158

18.4

主事

技師

司書

保健師

保育士

合計 223 100

（注）

主幹 10

26 11.7

6.7
課
長
級

課
長
補
佐
級
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5. 職員の手当の状況

(1)期末手当・勤勉手当

 1人当たり平均支給額  1人当たり平均支給額

（H28年度） 千円 （H28年度） 千円

（H28年度支給割合） （H28年度支給割合） （H28年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分） 月分） 月分） 月分） 月分） 月分）

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

・ 役職加算　 5% ～ ・ 役職加算　 5% ～ ・ 役職加算　 5% ～

・ 管理職加算　 なし ・ 管理職加算　 ～ ・ 管理職加算　 ～

（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

○勤勉手当への勤務成績の反映状況

イ．　人事評価を活用している

　活用している昇給区分

上位、標準、下位の成績率

上位、標準の成績率

標準、下位の成績率

標準の成績率のみ（一律）

ロ．　人事評価を活用していない

活用予定時期

(2)退職手当（平成29年4月1日現在）

（支給率） 自己都合 　勧奨・定年 （支給率） 自己都合 応募認定・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置　　定年前早期退職特例措置 その他の加算措置　定年前早期退職特例措置

（2%～20%加算） （2%～45%加算）

千円 千円

退職手当の一人当り平均支給額は、平成28年度に退職した職員に支給された平均額です。

(3)地域手当 制度無

(4)特殊勤務手当 制度無 （※平成17年4月1日から特殊勤務手当廃止）

平成28年度中における運用

20%

（1.45

2.60

15%

34.5825

管理職員 一般職員

○ ○

（注）

国

（注）

（1.45

国

1.70

25%

（1.45

29.145

20%

25%

（0.80

1,522
－

職制上の段階、職務の級等によ
る加算措置

1人当たり平均
支給額

49.59

富  山  県入　善　町

25.55625

19,455

41.325

49.59

41.325

職制上の段階、職務の級等によ
る加算措置

49.59

20.445

4,627

34.5825

1.70

入　善　町

2.60

（0.80（0.80

49.59

1.70

1,184

15%

25.55625

49.59

2.60

職制上の段階、職務の級等によ
る加算措置

支給実績が
ある成績率

49.59

○ ○

支給可能な
成績率

支給実績が
ある成績率

○ ○

支給可能な
成績率

10%

29.145

20.445
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(5)時間外勤務手当

千円 千円

千円 千円

職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、｢支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数です。

（管理職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）

(6)その他の手当（平成29年4月1日現在）

(1)配偶者 10,000円

(2)配偶者以外

①１人につき6,500円
　（配偶者がない場合はそのうち1人について9,000円）

　子は8,000円

(1)借家等

① 家賃23,000円以下の場合

家賃－12,000円

② 家賃23,000円を超える場合

(家賃－23,000円）×1/2＋11,000円

（最高限度額27,000円）

(1)交通機関等利用職員

55,000円

(2)自動車等使用職員

距離段階区分に応じ 2,000円(2㎞以上～5㎞未満）

3,000円 ～ 31,600円 　 ～

（2㎞以上～4㎞未満） （60㎞以上） 31,600円(60㎞以上)

職務の級が異なる

6級 66,400円 ～ 5級 38,800円

・一回の勤務につき 4,200円

国の支給額は

(1)

・6時間以下の場合

　・6時間以下　　4,000円～6,000円 6,000～12,000円

　・6時間超　　　6,000円～9,000円 ・6時間を超える場合

9,000～18,000円

(2) 3,000～6,000円

国は距離段階区分に応じ

同

異

同

同

国の制度と
異なる内容

同

手当名

扶養手当

(2)管理職手当支給対象職員が災害への対
処等の臨時･緊急の必要によりやむを得ず
平日深夜に勤務した場合に2,000～3,000
円を支給

住居手当

通勤手当

管理職
手当

（注）

262千円異 32,688円

169,222円10,661千円

管理又は監督の地位ある職員の職務の級
及び役職の区分に応じて定額を支給

平成27年度決算

内容及び支給単価

525千円
宿日直
手当

(1)管理職手当支給対象職員が、臨時又は
緊急の必要等により週休日等に勤務した
場合に支給

宿日直勤務を命ぜられた職員が勤務した
場合に支給

異

　（配偶者がない場合はそのうち1人について10,000円）

31771,708平成28年度決算

②満16歳年度初めから満22歳年度
末までの間にある子
  1人につき5,000円を加算

263

支給実績

55,294

国の
制度
との
異同

１月当たりの運賃等相当限度額

4,893千円

支給実績

職員１人当たり
平均支給年額

管理職員
特別勤務

手当

586,611円12,319千円

（H28年度決算）

支給職員
１人当たり

平均支給年額

11,319千円 59,572円

232,993円

4,200円
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6. 特別職の報酬等の状況（平成29年4月1日現在）

〈参考〉類似団体における最高／最低額

町　長 円 円 ／ 円

副町長 円 円 ／ 円

教育長 円

議　長 円 円 ／ 円

副議長 円 円 ／ 円

議　員 円 円 ／ 円

町　長

副町長

教育長

議　長

副議長 (平成28年度支給割合） 月分

議　員

(算定方式) (1期の手当額) (支給時期)

町　長 給与月額×在職月数/12月×500/100 1,644万円 任期毎

副町長 給与月額×在職月数/12月×280/100 754万円 任期毎

教育長 給与月額×在職月数/12月×210/100 517万円 任期毎

町長、副町長、教育長の給料は平成27年4月1日から平成30年8月31日までの間、2％の減額を行っています。

7. 職員の勤務時間その他勤務条件の状況

(1)勤務時間の状況

～

～

※

(2)休暇、休業制度の状況

20日（1年あたり） 平均　 日

5日以内（〃） 平均　 日

5日以内（〃） 取得者 人

子1人の場合5日、子2人以上の場合10日（〃） 取得者 人

要介護者が1人の場合5日、2人以上の場合10日（〃） 取得者 人

90日以内 取得者 人

（ 5日以上連続取得者 29人）

6月以内 取得者 人

子が3歳に達する日までの期間 取得者 人

（ H28年の新たな取得者 6人）

―

(注)

―

372,000

6.3

平成28年の取得状況

13:00

17:15

休暇（休業）期間等

休　憩　時　間 12:00

8:30

0

6

0

ボランティア休暇

0

314,000

13

362,000
報
酬

202,000294,000

区　　分 給 　　料 　　月　　 額 　　等

445,000

673,000 730,000

822,000

退
職
手
当

子の看護休暇

夏季休暇

育児休業

年次休暇

期
末
手
当

病気休暇

短期介護休暇

区　分

(注)

勤　務　時　間

退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給与月額及び支給率に基づき、1期（4年＝48月)勤めた場合にお
ける退職手当の見込額です。

特
別
休
暇

414,500

522,900

介護休暇

890,000

　職員の休暇、休業制度については、町職員の勤務時間、休暇等に関する条例、規則や育児休業等に関す
る条例、規則等に基づいて定められており、主な休暇、休業制度の状況は次のとおりです。

公務の運営上の事情により、特別な形態によって勤務する必要がある職員（保育所、各種施設）は、上記以外の勤務時間の割振
りによります。

給
料

(平成28年度支給割合） 3.25 月分

340,000

217,000

3.25

36

4.5

271,000

616,000
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8. 職員の分限及び懲戒処分の状況

(1)分限処分の状況

平成28年度の分限処分の状況は、次のとおりです。 （単位：人）

※

(2)懲戒処分の状況

平成28年度の懲戒処分の状況は、次のとおりです。 （単位：人）

※

9. 職員の服務の状況

平成28年度の職務専念義務免除の状況は、次の表のとおりです。

  研修を受ける場合 件

  定期健康診断等、厚生に関する計画の実施に参加する場合 件

  当該地方公共団体の特別職、消防団員等としての職を兼ね、その職に属する事務を行う場合 件

  任命権者が特に認める場合（職員永年勤続表彰出席、運転免許教習、職員団体交渉等） 件

件

※

10.職員の研修及び勤務成績の評定の状況

(1) 職員の研修の状況（平成28年度）

①階層別研修（7講座） 受講者 ③派遣専門研修（1講座） 受講者

新任職員研修［前期］ 労務管理研修 1

新任職員研修［後期］ ④特別研修（13講座） 受講者

中堅職員研修［基礎課程］ 3 新任職員事前研修

中堅職員研修［継続課程］ 3 新任職員実地研修

新任係長研修 3 新任職員議会傍聴研修

現任係長研修 1 新任職員ＯＡ研修

新任課長研修 3 接遇研修

②専門研修（9講座） 受講者 意識改革研修

住民協働研修 1 例規事務研修

タイムマネジメント研修 1 選挙事務研修

交渉力向上研修 3 議会傍聴主幹研修 6

住民満足度向上研修 4 提案型視察研修 4

マーケティング研修 1 メンタルヘルス研修

女性リーダー研修 2 防火管理者研修 7

ロジカルシンキング研修 1 通信教育講座 5

パソコン研修 7

地方公会計制度財務書類作成研修 1

487人

21

4

13

0

合　計

54

平成28年度の

－ －1

免　職

11

1人

140

承認件数
免 除 の 事 由

合　　計 21

16

20

21人

4

合　計

－

戒　告

休　職

－ 4

分限処分とは、公務の能率の維持及びその適正な運営の確保の目的から、職員がその職質を十分に果たすことができ
ない場合に行われる職員の意に反する不利益な身分上の変動をもたらす処分のことをいいます。

降　任

－

70

免　職

23

140

23

17

町職員は、法律又は条例に特別の定めがある場合を除き、その勤務時間中において職務に専念する義務がありますが（地方公務員法第35
条）、合理的な理由がある場合は、限定的にその免除が認められています。

懲戒処分とは、公務における規律と秩序を維持する目的から、職務上の義務違反など、公務員としてふさわしくない
非行がある場合に行われる処分のことをいいます。

減　給

47人

18

降　給

停　職

4
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(2)勤務成績の評定の状況

ア　評定方法

原則として、当該職員の直属の上司が評定者となり、その職員の知識・技能、理解力、創意工夫力、

表現・応対力等の能力評定、服務規律、責任制、積極性、協調性、コスト意識の態度評定、仕事の質・量の

業務評定について項目毎に評価を行った上で、Ａ～Ｅの５段階評定で総合評価を行います。

イ 評定時期

評定は４月１日から９月３０日まで、及び１０月１日から翌年３月３１日までの期間を対象に、

年２回実施します。

11.職員の福祉及び利益の保護の状況

(1)健康管理事業（平成28年度）

・定期健康診断 全職員 人

・人間ドック 40歳、45歳、50歳、53歳、55歳、60歳節目年齢の職員 人

・一般健康相談 希望職員

・健康管理講演会

（メンタルヘルスについて）

・ストレスチェック 全職員 人

・訪問カウンセリング 希望職員 人

平成28年度決算額 2,416千円

(2)福利事業

職員サークル活動助成 平成27年度より廃止

(3)共済制度の状況

社会保険制度の一環として富山県市町村職員共済組合に加入。

当該共済組合により短期給付(医療保険)、長期給付(年金)、ほか福祉事業が行われています。

※平成27年10月に被用者年金制度が一元化され、共済年金は厚生年金に統一されました。

実施状況

随時

21

196

238

0

未受講者を中心とした職員 70 人

対　象　者　等主　な　項　目
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